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い。とりわけ、インフラ産業の部品や完成品を生み出す企業（メーカー）にとっては悩ましい選択である。最後に大

連地区を拠点に卓越した製品技術や製造技術を持った中小企業の経営者（日本の法人をほぼ休眠状態にして

中国大連地区で事業継続をしている。）が言われた言葉が重い。「そこまで（副題）して事業継続をするつもりはな

い。」真っ当な考え方と思うが、ひょっとするとその企業はいつしか淘汰されてしますのかもしれない。悩ましい限り

である。

 
注記 
[注 1]中国大連日本商工会大門理事長インタビュー調査(2011 年 7 月 18 日)によれば、同地区への日本企 

業の進出は約 3500 社あったが、四半世紀経過し現在は約 1400 となっている。 
[注 2]ここで扱うインフラ産業とは、機械・電気系製品の部品または完成品を差す。基本特許はすでに切 

れ製造を中国に移管し安い労働力を生かし販売価格を下げ日本およびその他の国々への輸出を目 
的とした産業である。なお一部部品や完成品はここ 10 年ほど前から中国市場への投入もなされ地 
産地消になって来た部品や完成品もある。 

[注 3]筆者が過去経験した生産拠点の海外進出に関して、生産財（インフラ産業中心）を例に取ると、 
日本からの進出時は新興国からの国家的要請による合弁事業から開始されることが多かった。その 
場合には、技術の移転を無償に近い形で供与することが前提であり、製作図面はむろん製造技術に 
関して教育的指導を行い、その供与した技術を新興国の発展に寄与する狙いがあった。すなわち、 
製品を新興国で作ることが第一目標となり最新の製造技術適用により製品が作れない場合には１世 
代とか２世代前の製作図面を使い、最新の性能や品質や形状などに敢えて目をつむり、製品が製作 
できることに主眼を置き技術移転を行っていた。けして古い技術を押し売りしたのではないが止む 
を得ない選択であった。しかし、今日グローバル化した社会ではそのような技術移転やそれに近い 
品質低下が明らかな製品を製造することが許されるかの問題が残る。これが日本の精鋭的技術革 
新企業が新興国に製造拠点を移管した場合に起こるジレンマである。このジレンマを著者は｢卓越し 
た技術水準の見直しのジレンマ｣と称することとする。 

 [注 4]よく言われる家電商品や携帯電話などのガラパゴス現象と同一認識ではない。インフラ産業の部 
品や完成品が求められている性能や強度などの基本的性能の向上技術は過剰品質や仕様として捉 
えるべきものではないと思う。今から２０年近く前に大手米国企業の研究所長から直接聞いた話 
で劣化を早める材料研究をしているとのことで、その研究目的は劣化が早くなれば買え変える需 
要が喚起できるとの明解な回答をもらいショックを受けたことを思い出す。それで言いのかと申 
し上げたい。 

注 ここで言う品質至上主義とは過剰品質を意味していない。本来の基本機能の品質（設計品質及び製造品

質）を極大化させることで、効率化が実現できその結果省エネになったり、人にやさしい（安全、安心）

製品を生み出すことを言っている。

参考文献 
[1]中国商務部 通商白書 2003 年度版 
[2]東洋経済編 「国別編 海外進出企業総覧 2011 Data Bank Series 6」 2011 年 4 月 
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1. 背 景 

 2008 年のリーマン・ショック以降、国際社会は深

刻な金融危機や不況に見舞われ、今なお先進国が経

済の低迷から抜け出せないままの状態にある一方、

新興国は旺盛な消費をてこに顕著な回復を示してい

る。先進国は、高い失業率、家計収支の悪化に苦し

み、マクロ経済政策への依存度が増大しており、経

済が回復する見通しが立たない状況が続いている。

しかし、新興国は経済成長を維持しており、特にア

ジア各国は世界経済の発展に顕著に貢献している。

過去の金融危機では、アジアの経済回復は輸出が牽

引していたが、今回は国内需要、特に家計消費が回

復を後押ししている。 

 新興国では人口の急速な増加と中間層の拡大によ

って、堅調な消費の拡大が見込まれている。この新

たな中間層による旺盛な消費活動は、世界の持続可

能性にも寄与すると考えられる。経済産業省の「通

商白書 2010」の定義によると、中間層とは、年間の

世帯可処分所得が 5,000 ドル以上、35,000 ドル未満

の世帯を指す。2010 年には、アジア全体で 9.4 億人、

2015 年には 14.5 億人に拡大すると予測されており、

世界の需要成長を協力に推進するものと期待される。

今後の世界経済の成長の見通しとして、アジアの新

たな中間層の需要拡大に依存したシナリオも議論さ

れているが、様々な不確実性を孕んでいることは否

めず、一概に楽観視はできない。新興国主導の世界

経済への構造転換を確実にする新たな視点が求めら

れている。 

 図 1 に主要 37 カ国の消費性向(GDP に対する家計

最終消費支出の割合)および 1 人当たり GDP の相関

関係を示す。消費と経済成長との関係構造は、以下

の 3 グループに分類される。 

【新興国(グループ A)】ブラジル、中国、インド、

インドネシア、マレーシア、フィリピン、ロシア、

タイ 

【先進途上国(グループ B)】チェコ、韓国、メキシ

コ、ポーランド、スロバキア、台湾、トルコ 

【先進国(グループ C)】オーストリア、ベルギー、

カナダ、デンマーク、フィンランド、フランス、ド

イツ、ギリシャ、アイスランド、アイルランド、イ

タリア、日本、ルクセンブルグ、オランダ、ニュー

ジーランド、ノルウェー、ポルトガル、スペイン、

スウェーデン、スイス、米国、英国 

 グループ C のルクセンブルグを除き、3 グループ

とも消費性向に大差はない。新興国は他の 2 グルー

プよりも GDP が小さいにもかかわらず、同一レベル

の消費性向を示している。経済成長理論によると、

新興国では消費と経済成長との関係構造に障害があ

り、消費による投資の誘発が十分に機能していない

ことを示唆している。 

 以上の仮説的見解に基づき、消費性向と投資との

関係について実証分析を行った。 
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図 1. 主要 37カ国における消費性向(GDP に対する

家計最終消費支出の割合)および1人当たりGDPの

相関関係(2009). 
 

2. 分析フレームワーク 

2.1. 実証分析 

1) 消費と経済成長との相関関係 

 1 人当たり消費性向(MPC：Marginal Propensity of 
Consume)は GDP(V)、家計最終消費支出(C)、人口

(N)を用いて、式(1)および(2)のように表される。 

  NCVFMPC ,,    (1) 

 
V
C

NV
NC

NV
NCMPC 









ln
ln   (2) 

 また、C は可処分所得と相関することから、 
 NVbaNC lnln      (3) 

と表され、 VCbMPC  が成り立つ。 
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 式(1)をテーラー展開すると、次式が得られる。 

NCkNVjCVh
NgCfVedMPC

lnlnlnlnlnln
lnlnlnln


  (4) 

2) 投資の限界生産性と GDP 成長との好循環 

 消費者が全ての生産を受け取る経済下では、ソロ

ーの成長モデルにより以下のように示される。 

 sVS  ，  VsC  1  よって SCV   
S：貯蓄、s：貯蓄率 

 この経済下では全ての貯蓄は投資の総額に等しく、 

 ICV   
I：全部門における投資 

と表される。上式は、1 人当たりでも成立する。 

 icv      (5) 
v = V / N、c = C / N、i = I / N 

 投資規模は GDP の大きさと相関し、その関係は

疫学モデルにより次式で表すことができる。 

 





 





Y
YY

X
Y

dX
dY 1    (6) 

Y：投資規模、X：GDP の大きさ、α：普及速度、Y ：普

及天井 (Y、X、Y とも 1 人当たり、対数値) 

 
Xe

YY  


1
    (7) 

 式(7)を式(6)に代入することにより、次式のよう

な二極化関数が得られる。 

MPi
Y
XYee

XY
Y XX 






  12  (8) 

Y  、MPi：投資強度の限界生産性 = d ln v / d ln i 

 式(8)は次式で表され、図 2 のような合成曲線で示

される。 

 x
x

y 
12  y = α´·MPi、x = βeα-X 

1

2

xy  2

x
y 1


x
x

y 
12

Xex  

MPiy  


ln

X
1人当たりGDP増加

M
P
i増

加

 
図 2. 二極化普及軌道. 

3) 消費と投資との持続可能性 

 消費と投資との代替弾性値 σ は次式で表される。 

 
iv
cvd

c
id


 lnln    (9) 

 式(9)を積分すると次式が得られる。 

 
iv
cv

c
i




 lnln     (9)´ 

c
i

iv
cv

iv
cv

iv
cv

ln
lnln
lnln

ln

lnln
lnlnln
















 

  
c
i

cv
iv ln1

lnln
lnlnln 


   

 式(9)を ln i / c で偏微分することにより次の「i お
よび c に対する v 弾性値の比率」の i / c に対する弾

性値εが得られる。 

 


 111ln
lnln
lnlnln 








c
id

cv
ivd  (10) 

2.2. データ構築 

 実証分析の対象は、OECD 加盟 34 カ国のうちの

30 カ国、ASEAN 加盟 10 カ国のうちの 5 カ国、台湾、

BRIC の 40 カ国とした。各国のデータは、GDP およ

び1人当たりGDPについては IMFのWorld Economic 
Outlook Database(2011 年 4 月版)から、家計最終消費

支出については世界銀行および OECD の National 
Accounts Data ファイルから、利用可能な最新年であ

る 2009 年の米ドル表示値を取得した。人口および 1
人当たり消費支出は取得したデータから計算した。

実際の分析は、家計最終消費支出データが構築でき

た 37 カ国について行った。 

3. 結 果 

3.1. 経済成長に対する消費の効果 

 式(3)に基づいて行った回帰分析の結果を表 1 に

示す。係数の値によって分析対象の 37 カ国は 3 グル

ープに分類された。この値を用いて各国の 1 人当た

り消費性向(MPC)を計算した。 

表 1 37 カ国の 1 人当たり消費および GDP の相関

関係(2009) 
   NVDbDbDbaNC lnln 332211   
D1～D3：ダミー係数；D1 = 1(グループ A)、0(その他)；

D2 = 1(グループ B)、0(その他)；D3 = 1(グループ C)、 

0(その他) 

a b1 b2 b3 adj. R2 DW
1.161 0.793 0.825 0.835 0.986 1.62
(2.74) (15.31) (18.38) (21.04)  

 次に式(4)に基づいて変数減少法(10%有意)によ

り回帰分析を行った。その結果を表 2 に示す。 
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表 2 37 カ国の MPC、消費、GDP、人口の相関関

係(2009) 

 
NVjCVh

NgCfVedMPC
lnlnlnln

lnlnlnln


  

d e f g h j adj. R2 DW
-1.005  -1.001  1.108  -0.080  -2.376·10-3  2.252·10-3  0.998  2.46 
(-2.17)  (-62.17)  (25.48)  (-2.28)  (-1.75)  (1.76)    

 この結果から、消費に対する MPC 弾性値は次式

で表される。 

 
 CNVNCV

VCCV
CNCV

CMPC

lnlnlnlnlnln10252.2
lnlnlnln10376.2

lnln080.0108.1lnln001.1
lnln

3

3










 

 この式に基づいて算出した各国の MPC 弾性値を

図 3 に示す。グループ A の GDP は 3 グループ内で

最小レベルだが、MPC 弾性値は最高レベルにある

ことがわかる。つまり、新興国(グループ A)は消費

と GDP 成長との間だけの自給自足的循環に陥って

おり、投資が誘発されていないのに対して、先進途

上国・先進国(グループ B・C)は投資、消費および

GDP 成長の間の好循環を創出していることが示唆

された。 
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図 3. 37 カ国の消費に対する MPC 弾性値(2009). 

3.2. 経済成長に対する消費の効果の最適誘因 

 この構造的要因を明らかにするために、式(7)に基

づいて、表 3 に示すとおり、ロジスティック曲線を

導出した。この結果から、式(8)に従って、図 4 に示

す GDP が促す投資発展軌道を求めた。グループ A 
と他の 2 グループの軌道には、GDP 成長と MPi との

間の好循環と悪循環の好対照が認められた。1 人当

たりの投資および消費の相関関係についても、図 5
に示すように、グループ A は他の 2 グループよりも

弾性値が小さいことがわかる。 

表 3 37 カ国のロジスティック関数(2009) 

 
Xe

YY  


1
 

Y  α β adj. R2

15.920  0.277  12.422  0.977 
 (38.20)  (34.78)   

3.3. 投資が牽引する成長構造 

 この好対照の構造的要因を明らかにすることを狙

いに、式(9)´に基づいて、表 4 に示すとおり、消費

と投資との代替弾性値 σについて回帰分析を行った。 
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図 4. 37 カ国の GDP が促す投資発展軌道(2009). 
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図 5. 37カ国の 1人当たりの投資および消費の相関

関係(2009). 

表 4 37 カ国の消費と投資の比率、消費および投資

の限界生産性との相関関係(2009) 

 
iv
cvDDDD

c
i




 ln)(ln 33221121   

D、D1～D3：ダミー係数；D = 1(ルクセンブルグ、ノル

ウェー)、0(その他)；D1 = 1(グループ A)、0(その他)；

D2 = 1(グループ B)、0(その他)；D3 = 1(グループ C)、 

0(その他) 

γ1 γ 2 σ1 σ2 σ3 adj. R2 DW 
-0.441 -0.964 1.128 1.278  1.280  0.981 2.24 
(-46.03) (-0.96) (23.38) (14.83)  (27.12)    

 代替弾性値は、グループ A が 1.13、グループ B・
C が 1.28 と二分され、投資発展軌道での二極化と一

致した。この結果から式(10)に基づいて、代替弾性

値εを計算した。図 6 に示すとおり、グループ B・
C のε値はグループ A の約 2 倍であり、i / c の増加

が i に対する v 弾性値の増加に寄与しているのに対

し、グループ A では経済成長を促すに至っていない

ことが示唆された。 

1
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
グループＢ・Ｃ

グループA
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1.28
0.12
0.22



 
図 6. 代替弾性値 σおよび εの相関関係. 
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4. 考 察 

 新興国(グループ A)と先進途上国・先進国(グルー

プ B・C)は、図 7 に示すとおり、投資が牽引する成

長に対して異なるアプローチを取っている。新興国

(グループ A)は、消費と GDP 成長との間だけの自給

的循環に陥っている。消費の拡大による GDP 成長は、

同時に MPi(投資強度の限界生産性)を減少させてお

り、これは投資の乗数効果が小さいためと考えられ

る。一方、先進途上国・先進国(グループ B・C)は
投資、消費および GDP 成長の間の好循環を創出して

おり、GDP 成長が投資を誘発し、投資による GDP
成長がより魅力的な製品・サービスの需要を生み、

生活の質の向上がさらなる GDP 成長をもたらして

いる。 

グループＢ・Ｃ

グループA

生活の向上

ci

投資の誘発

v

 
図 7. 投資／消費牽引発展軌道オプション. 

 新興国が投資が牽引する好循環成長軌道に移行す

るためには、iおよび cに対する v弾性値の比率を増

加させ、投資の乗数効果を高めることが、1 つの可

能性として考えられる。投資を誘発する要因の 1 つ

が「Frugality(質倹)」である。これは既存手段の焼

き直しや低価格を意味するのではなく、新興国の固

有の発展状況相応の真のデマンドに即応する製品や

サービス及びそれを創り提供するシステムであり、

固有の発展状況に応じた入手性(Accessibility)、機 
能性(Accountability)、経済性(Affordability)の 3 軸の

最適バランスを満たすものでなければならない。所

得水準が低くまたインフラ等投資の立ち遅れている

新興国では、高機能性よりも相応の実用機能を満た

した経済性・入手性に優れた製品やサービスが希求

される。一方、先進国では、高機能性が追求されて

きたが、それも経済的機能ではなく、それを超えた

社会的・文化的・憧憬的・帰属的・環境的な機能を

包摂した超機能が希求されるようになってきている。

省エネ・エコ・クール・感性・プライベートブラン

ド・奉仕等への潮流はこれに応える先進国の求める 

Frugality の本質を示唆するものである。 

  新興国の需要を的確に把握するため、新たなア

プローチを取る企業が現れている。1 つは、ターゲ

ットとする消費者の観察から始めるアプローチであ

り、例えば、P&G のインド向け髭剃り、ノキアのア

フリカおよび米国向け携帯電話の開発が相当する。

また、ゼロックス、ヒューレット・パッカードは、

インド現地での観察を業務に位置づけている。その

他、新興国向け製品の市場を先進国で開拓するアプ

ローチも取られており、例えば、ネスレのアジア向

け麺類のオーストラリア・ニュージーランドでの販

売、P&G のメキシコ向け風邪用シロップの欧米での

販売が相当し、GE のリバース・イノベーションも

このアプローチの 1 つである。 

 一方、新興国も自身の観点からイノベーションを

推進している。インドは 1990 年代から、イノベーシ

ョンに対する市民や社会の取り組みに関するネット

ワークづくりを推進している。ハニー・ビー・ネッ

トワークと呼ばれるこのネットワークは、政府およ

び NGO と連携して、各地域の伝統的知識の記録、

オンラインデータベースによる共有化、発明者の経

済的支援を行っている。このネットワークは課題達

成／問題解決型イノベーションのプラットフォーム

として、インドが「イノベーションの 10 年」とする

2010 年からの 10 年間に強化される見通しである。 

 以上の新興国・先進途上国・先進国の動向は、国

際的なイノベーションの動向の転換を示唆している。

これまでの「グローバルに思考し、ローカルに行動

する」のではなく、「グローバルに行動し、ローカル

に思考する」ことによって、新たな価値創造を探索

することが必要である。この価値創造に、Frugality
は重要な示唆を与える。各国・地域の発展状況相応

の入手性・機能性・経済性を兼ね備えた新たな価値

は、世界中の消費者に広く受け入れられる可能性を

持っている。 

5. 結 論 

 今日、世界経済は、欧州・米国に端を発した、「第

2 次世界同時不況」の様相を呈し始めてきており、

第 1 次世界同時不況後の世界経済の発展に貢献した

アジアの新興国でも警戒感が強まっている。また、

BRIC の発展の減速感が先進途上国・先進国にも影

響を及ぼしつつある。このような中で、投資誘発メ

カニズムの内生化は最優先で取り組むべき課題とな

ってきている。固有の発展状況に応じた入手性、機

能性、経済性の 3 軸の最適バランスを満たす

「Frugality(質倹)」の創造は、世界が一丸となって

取り組む喫緊の課題である。 
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